
どもの健やかな成長と、出産後の経済
的な支援を行うため、国の特別定額給

付金の対象外となった令和２年４月28日以降
に生まれ、東海村に住民登録された新生児（令
和３年３月31日生まれまで）を対象に、新生
児臨時定額給付金を給付します。

福祉総務課地域福祉推進担当（内線1138）

新生児臨時定額給付金

新型コロナウイルス感染症に関する

東 海 村 の
支援･取り組み

　新型コロナウイルス感染症により、私たちの生活は
さまざまな場面で大きな影響を受けています。
　村では、下記のとおり感染症対策に関する支援等を
策定しました。各事業などの詳細はお問い合わせいた
だくか、村公式ホームページをご覧ください。

■詳細は村公式ホームページ（ＨＰ）へ

検 索東海村　村の支援策

新生児１人につき

１

支 給 額

育所等は、緊急事態宣言以降も社会基
盤を維持するため原則開所が求められ、

保育の提供を継続してきました。感染のリスク
と隣り合わせの中、保育サービスに従事してき
た保育士等を慰労するため、国が実施する慰
労金交付事業の対象外となった保育士等を対
象に、慰労金を給付します。

子育て支援課認定･給付担当（内線1181）

保育士等慰労事業

１人につき （QUOカ ー ド（全 国 共
通ギフトカード）での配布）

国等の要請に応じて、一定の期間、継続的に
子どもと接する業務に従事した保育士等（村
内の保育所、幼稚園、認定こども園、小規模
保育施設、認可外保育施設、病児･病後児保
育施設、放課後児童クラブの職員）

２

支 給 額

対 象

子

保

染症の拡大に伴い、各種事業者
には、労働環境の確保および新

しい生活様式に沿った事業の継続が求
められています。村内の中小企業や個
人事業主を対象に、店舗等で使用する
感染症予防のための衛生消耗品や機器
の購入･リース、感染症予防対策工事
の費用に対して支援を行います。

産業政策課商工担当（内線1269）

感染症予防対策支援補助金

１事業者につき

▽村内に店舗等を有し、継続的に事業を営む▽事業収
入のうち、営業等の収入がある（個人事業主のみ）▽事
業収入が給与収入を超えている（個人事業主かつ給与
収入がある場合のみ）▽「いばらきアマビエちゃん」に事
業者登録済み▽村税に未納がない――を満たす事業者

３

補 助 額

対 象
感

補助対象となる物品や工事、申請方法など詳細は、お
問い合わせいただくか村公式HＰをご覧ください。

そ の 他

10 万円

３万円

上限 20 万円

新生児と同一世帯に属する母親で、出生届出
の日から申請時まで引き続き本村の住民基本
台帳に登録されている方

申請書を基に村が審査し、記載した口座へ振込

申 請 者

支給方法
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食業、製造業、サービス
業など、多くの事業者に

おいては、感染症の影響により
売上が減少し、事業活動が縮小
している状況です。事業者に対
して光熱水費を補助することで、
店舗等を維持するための支援を
行います。

産業政策課商工担当（内線1269）

店舗等維持支援光熱水費補助金

１事業者につき （６･７月使用分の合計）

４

補 助 額

民のバス移動を伴う文
化･スポーツ活動等にお

いて、貸切バス借上料の半額を
補助することで、バスの利用台
数を増やし３密を避けるなど、
利用者の感染リスクを軽減する
とともに、村内貸切バス事業者
を支援します。

産業政策課商工担当（内線1269）

貸切バス利用促進支援補助金

▽村内発着で日帰り▽補助対象者が所有する貸切バス▽国お
よび茨城県、村、村教育委員会以外が主催▽村民（参加人数
の３分の１以上）または村内活動団体等が利用▽学校、事業者
等の送迎を目的としない▽ガイドラインに基づいた予防策を講
じ、感染リスクの軽減に努めた行程である――を満たす事業

５

補 助 額

飲

村

▽村内に店舗等を有する▽事業を３か月以上継続的に営
む▽令和２年２月以降、前年同月比売上高20%以上減少
▽事業収入のうち、営業等の収入がある（個人事業主の
み）▽事業収入が給与収入を超えている（個人事業主かつ
給与収入がある場合のみ）▽「いばらきアマビエちゃん」に
事業者登録済み▽村税に未納がない――を満たす事業者

詳細は、お問い合わせいただくか村公式HPをご覧ください。そ の 他

対 象

上限 10 万円

１台につき （借上料の２分の１）上限７万円

対象事業

詳細は、お問い合わせいただくか村公式HPをご覧ください。そ の 他

　学校における感染症対策を徹底することで、感染
リスクを最小限にし、児童･生徒の学びを保障する
体制を整備します。

【主な取り組み】
▽消毒液等の保健衛生用品の購入
▽家庭学習のために用いる教材の購入 など

学校教育課学校教育担当（内線1419）

　ICT活用により、全ての子どもたちの学びを保
障できる環境を整備するため、学校におけるICT
環境の設計や使用マニュアルの作成等を行います。

【主な取り組み】
▽ICT利用ガイドライン（教師･生徒向け）の作成
▽情報セキュリティポリシーの作成 など

学校教育課学校教育担当（内線1419）

GIGA スクールサポーター支援事業

避難生活物資備蓄事業
　避難所における感染症対策や衛生管理、プライバ
シーの確保を進めるための物資を整備します。

【主な取り組み】
▽屋内型避難所用テントおよび目隠しシートの購入 
▽災害対策用プライベートルームの購入
▽段ボールベッドの購入 など

防災原子力安全課（内線1522）

　役場職員のテレワークに対応するため、自宅や
サテライトオフィスから庁内ネットワークを利用
できるシステムを整備します。

【主な取り組み】
▽テレワークシステムの導入
▽貸出パソコン、モバイルルーターの整備 など

総務課統計･ＩＴ担当（内線1314）

テレワーク環境整備事業

このほか村では、下記の取り組みを進めています

学校再開に伴う感染症対策 • 学習保障等に係る支援事業

村内貸切バス事業者補助対象者
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